
 

（様式１－３） 

二本松市生活拠点形成事業計画 生活拠点形成事業等個票 

平成 27 年 2 月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. ２ 事業名 災害公営住宅整備事業(油井) 事業番号 A-1-2 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 福島県（直接） 

総交付対象事業費 2,447,960（千円） 全体事業費 2,447,960（千円） 

事業概要 

長期避難者生活拠点形成交付金(事業番号：A-1-2)の採択を受け、災害公営住宅の計画を進めているところ

であるが、市場労務単価の高騰や資材高騰に対応するため、増額分について申請を行う。 

 

【整備概要】 

 整備戸数：70 戸 

 整備箇所：二本松市油井字根柄山地内 

 整備手法：建設 

建設する建物の構造：木造 

 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

『福島県復興計画(第２次)』 

取組名：生活再建支援プロジェクト【復興公営住宅整備】 

取組内容：避難町村の意向を十分に確認しながら、県営住宅を含む様々な整備方法について検討中 

居住制限者の避難の状況との関係 

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故により、11市町村に避難指示区域が設定され、

9町村（現在は7町村）が役場機能を県内外の地域に移転せざるを得なくなるなど、原子力災害は本県の基

盤を根底から揺るがすものとなっている。 

災害公営住宅は、居住制限者にとってのコミュニティの形成・維持の拠点となるものであり、早期に整

備することが必要である。 

 

 

 

※避難者支援事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

 

 

 

 

 



 

（様式１－３） 

二本松市生活拠点形成事業計画 生活拠点形成事業等個票 

平成 27 年 2 月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. ４ 事業名 災害公営住宅整備事業(表) 事業番号 A-1-4 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 福島県（直接） 

総交付対象事業費 1,839,326（千円） 全体事業費 1,839,326（千円） 

事業概要 

原子力災害により避難を余儀なくされている避難者の居住の安定を確保するため、早期に災害公営住宅

を整備する。工事費及び整備を予定している災害公営住宅の計画戸数変更(34 戸⇒44 戸)に伴う申請。 

【整備概要】 

 整備戸数：44 戸 

 整備箇所：二本松市表２丁目地内 

 整備手法：建設 

建設する建物の構造：集合住宅 

 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

『福島県復興計画(第２次)』 

取組名：生活再建支援プロジェクト【復興公営住宅整備】 

取組内容：避難町村の意向を十分に確認しながら、県営住宅を含む様々な整備方法について検討中 

居住制限者の避難の状況との関係 

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故により、11市町村に避難指示区域が設定され、

9町村（現在は7町村）が役場機能を県内外の地域に移転せざるを得なくなるなど、原子力災害は本県の基

盤を根底から揺るがすものとなっている。 

災害公営住宅は、居住制限者にとってのコミュニティの形成・維持の拠点となるものであり、早期に整

備することが必要である。 

 

 

 

※避難者支援事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（様式１－３） 

二本松市生活拠点形成事業計画 生活拠点形成事業等個票 

平成 27 年 2 月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. ５ 事業名 災害公営住宅整備事業(若宮) 事業番号 A-1-5 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 福島県（直接） 

総交付対象事業費 1,436,966（千円） 全体事業費 1,436,966（千円） 

事業概要 

原子力災害により避難を余儀なくされている避難者の居住の安定を確保するため、早期に災害公営住宅

を整備する。工事費及び整備を予定している災害公営住宅の計画戸数変更(42 戸⇒32 戸)に伴う申請。 

【整備概要】 

 整備戸数：32 戸 

 整備箇所：二本松市若宮２丁目地内 

 整備手法：建設 

建設する建物の構造：集合住宅 

 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

『福島県復興計画(第２次)』 

取組名：生活再建支援プロジェクト【復興公営住宅整備】 

取組内容：避難町村の意向を十分に確認しながら、県営住宅を含む様々な整備方法について検討中 

居住制限者の避難の状況との関係 

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故により、11市町村に避難指示区域が設定され、

9町村（現在は7町村）が役場機能を県内外の地域に移転せざるを得なくなるなど、原子力災害は本県の基

盤を根底から揺るがすものとなっている。 

災害公営住宅は、居住制限者にとってのコミュニティの形成・維持の拠点となるものであり、早期に整

備することが必要である。 

 

 

 

※避難者支援事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（様式１－３） 

二本松市生活拠点形成事業計画 生活拠点形成事業等個票 

平成 27 年 2 月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 10 事業名 災害公営住宅駐車場整備事業（表） 事業番号 ◆A-1-4-1 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 福島県(直接) 

総交付対象事業費 23,562（千円） 全体事業費 23,562（千円） 

事業概要 

原子力災害により避難を余儀なくされている居住制限者の居住の安定を確保するための、災害公営住宅に

係る駐車場を整備する。 

【整備概要】 

 整備台数：66 台分 

 整備箇所：二本松市表２丁目地内 

 整備内容：① 屋外の平面駐車とし、見通しの良い場所に整備。 

② 台数は住戸に対して 100％～200％の範囲で、周辺状況や地元自治体の条例等を勘案して必 

要なスペースを確保 

③ 駐車スペースの大きさは幅 2.5ｍ、奥行き 5.0ｍ程度 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

『福島県復興計画(第２次)』 

取組名：生活再建支援プロジェクト【復興公営住宅整備】 

取組内容：避難町村の意向を十分に確認しながら、県営住宅を含む様々な整備方法について検討中 

 

居住制限者の避難の状況との関係 

居住制限者向けの災害公営住宅に入居する居住制限者の自動車保有台数は多く、避難元の市町村への一

時帰宅の際に自動車を利用することからも、災害公営住宅には周辺状況や地元自治体の条例等を勘案し、

十分な駐車場整備が必要である。 

 

 

※避難者支援事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号 Ａ－１－４ 

事業名 災害公営住宅整備事業（表） 

交付団体 福島県 

基幹事業との関連性 

 本市は、地理的条件や生活環境などから自動車保有台数が全国的にも高く、居住制限者も複数台所有し

ているところから、災害公営住宅の整備と併せ駐車場を整備し、団地内の居住性・利便性の向上を図ると

ともに、居住制限者の生活再建を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 



 

（様式１－３） 

二本松市生活拠点形成事業計画 生活拠点形成事業等個票 

平成 27 年 2 月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 11 事業名 災害公営住宅駐車場整備事業（若宮） 事業番号 ◆A-1-5-1 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 福島県(直接) 

総交付対象事業費 17,136（千円） 全体事業費 17,136（千円） 

事業概要 

原子力災害により避難を余儀なくされている居住制限者の居住の安定を確保するための、災害公営住宅に

係る駐車場を整備する。 

【整備概要】 

 整備台数：48 台分 

 整備箇所：二本松市若宮２丁目地内 

 整備内容：① 屋外の平面駐車とし、見通しの良い場所に整備。 

② 台数は住戸に対して 100％～200％の範囲で、周辺状況や地元自治体の条例等を勘案して必 

要なスペースを確保 

③ 駐車スペースの大きさは幅 2.5ｍ、奥行き 5.0ｍ程度 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

『福島県復興計画(第２次)』 

取組名：生活再建支援プロジェクト【復興公営住宅整備】 

取組内容：避難町村の意向を十分に確認しながら、県営住宅を含む様々な整備方法について検討中 

 

居住制限者の避難の状況との関係 

居住制限者向けの災害公営住宅に入居する居住制限者の自動車保有台数は多く、避難元の市町村への一

時帰宅の際に自動車を利用することからも、災害公営住宅には周辺状況や地元自治体の条例等を勘案し、

十分な駐車場整備が必要である。 

 

 

※避難者支援事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号 Ａ－１－５ 

事業名 災害公営住宅整備事業（若宮） 

交付団体 福島県 

基幹事業との関連性 

 本市は、地理的条件や生活環境などから自動車保有台数が全国的にも高く、居住制限者も複数台所有し

ているところから、災害公営住宅の整備と併せ駐車場を整備し、団地内の居住性・利便性の向上を図ると

ともに、居住制限者の生活再建を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 


